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市町村職員退職手当条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

令和７年９月10日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 松 丸 修 久 

 

組合規則第 11号 

市町村職員退職手当条例施行規則の一部を改正する規則 

 市町村職員退職手当条例施行規則(昭和 50年組合規則第 12 号)の一部を次のように改正する。 

様式第 32 号，第 33 号及び第 35 号から第 38 号中「処分書を受けた日の翌日から起算して３

月」を「処分があったことを知った日の翌日から起算して３月」に，「処分書を受けた日の翌日

から起算して６月」を「処分があったことを知った日から６月」に，「処分のあった日の翌日か

ら起算して」を「処分の日から」に，「にあっては」を「には」に，「裁決の送達を受けた日の

翌日から起算して」を「裁決があったことを知った日から」に，「裁決の日の翌日から起算して」

を「裁決の日から」に改める。 

様式第 39号，第 40号，第 42号及び第 43号中「命令書を受けた日の翌日から起算して３月」

を「命令があったことを知った日の翌日から起算して３月」に，「命令を受けた日の翌日から起

算して６月」を「命令があったことを知った日から６月」に，「処分のあった日の翌日から起算

して」を「処分の日から」に，「にあっては」を「には」に，「裁決の送達を受けた日の翌日か

ら起算して」を「裁決があったことを知った日から」に，「裁決の日の翌日から起算して」を「裁

決の日から」に改める。 

様式第 41 号中「通知が到着した日の翌日から起算して」を「通知が到着した日から」に改め

る。 

附 則 

この規則は，令和７年 10月１日から施行する。 
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市町村消防団員等の福祉事業の実施に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和７年９月10日

茨城県市町村総合事務組合  

組合長 松 丸 修 久

組合規則第 12号

市町村消防団員等の福祉事業の実施に関する規則の

一部を改正する規則

市町村消防団員等の福祉事業の実施に関する規則（平成 20年組合規則第８号）の一部を次の

ように改正する。

第 10条第２項第１号中「15,000円」を「16,000円」に改め，同項第２号中「20,000円」を

「21,000円」に改め，同項第３号中「19,000円」を「20,000円」に改める。

附 則

（施行期日等）

１ この規則は，公布の日から施行する。

２ 改正後の第10条第２項第１号，第２号及び第３号の規定は，令和７年４月１日以後の期間に

係る奨学援護金について適用し，同日前の期間に係る奨学援護金については，なお従前の例に

よる。
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市町村非常勤職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布

する。

令和７年９月10日

茨城県市町村総合事務組合  

組合長 松 丸 修 久

組合規則第 13号

市町村非常勤職員の公務災害補償等に関する

条例施行規則の一部を改正する規則

市町村非常勤職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（昭和 50年組合規則第 17号）の一

部を次のように改正する。

 第７条の２第１号中「拘置されている場合」を「拘置されている場合若しくは留置施設に留置

されて拘禁刑若しくは拘留の刑の執行を受けている場合」に改める。

   附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行し、令和７年６月１日から適用する。

 （経過措置）

２ この規則の施行前にした行為に対する刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第67号）

第２条の規定による改正前の刑法（明治40年法律第45号。以下この項において「旧刑法」とい

う。）第12条に規定する懲役（以下この項において「懲役」という。）、旧刑法第13条に規定

する禁錮（以下この項において「禁錮」という。）若しくは旧刑法第16条に規定する拘留（以

下この項において「旧拘留」という。）の刑の執行のため刑事施設（少年法（昭和23年法律第

168号）第56条第３項の規定により少年院において刑を執行する場合における当該少年院を含

む。以下この項において同じ。）に拘置されている者又は留置施設に留置されて当該行為に対

する懲役、禁錮若しくは旧拘留の刑の執行を受けている者に対するこの規則による改正後の市

町村非常勤職員の公務災害補償等に関する条例施行規則第７条の２第１号の規定の適用につい

ては、懲役若しくは禁錮又は旧拘留の刑の執行のため刑事施設に拘置されている者は、それぞ

れ拘禁刑又は拘留の刑の執行のため刑事施設に拘置されている者と、留置施設に留置されて懲

役若しくは禁錮又は旧拘留の刑の執行を受けている者は、それぞれ留置施設に留置されて拘禁

刑又は拘留の刑の執行を受けている者とみなす。
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職員の勤務時間に関する規則及び職員の休日及び休暇に関する規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。

令和７年９月26日

茨城県市町村総合事務組合  

組合長 松 丸 修 久

組合規則第 14号

職員の勤務時間に関する規則及び職員の休日及び

休暇に関する規則の一部を改正する規則

 （職員の勤務時間に関する規則の一部改正）

第１条 職員の勤務時間に関する規則（平成 19年組合規則第６号）の一部を次のように改正す

る。

  第 15条の次に次の１条を加える。

  （条例第８条の２第２項の規則で定める期間）

第 15条の２ 条例第８条の２第２項の規則で定める期間は，同項に規定する対象職員の子が

１歳 11月に達する日の翌々日から２歳 11月に達する日の翌日までの１年間とする。

（職員の休日及び休暇に関する規則の一部を改正）

第２条 職員の休日及び休暇に関する規則（昭和 50年組合規則第６号）の一部を次のように改

正する。

  第 13条の次に次の１条を加える。

（条例第７条の２第２項の規則で定める期間）

 第 13条の２ 条例第７条の２第２項の規則で定める期間は，同項に規定する対象職員の子が

１歳 11月に達する日の翌々日から２歳 11月に達する日の翌日までの１年間とする。

  別表第２第１項中「し，勤務時間の始まる時刻から連続し，又は勤務時間の終わる時刻まで

連続する時間に与える」を「する」に改め，同表第２項中「おける正規の勤務時間の始め又は

終わりに」を削り，「よる」の次に「同条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する」を加え

る。

   附 則

この規則は，令和７年 10月１日から施行する。
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職員の育児休業等に関する規則及び職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公

布する。

令和７年９月26日

茨城県市町村総合事務組合  

組合長 松 丸 修 久

組合規則第 15号

職員の育児休業等に関する規則及び職員の給与に関する

規則の一部を改正する規則

（職員の育児休業等に関する規則の一部改正）

第１条 職員の育児休業等に関する規則（平成４年組合規則第６号）の一部を次のように改正す

る。

 第 14条中「非常勤職員であって，１日につき定められた勤務時間が６時間 15分以上である

勤務日がある」を削る。

 第 15条第１項中「の請求」の次に「，育児休業法第 19条第２項の規定よる申出及び同条第

３項の規定による変更」を加え，「部分休業承認請求書」を「部分休業簿」に改め，同条第２

項の次に次の１項を加える。

 ３ 組合長は，育児休業法第 19条第２項の規定による申出時に予測することができなかった

事実が生じたことにより同条第３項の規定による変更をしなければ育児休業条例第 21条に

規定する子の養育に著しい支障が生じるか否かを判断するため必要があると認めるときは，

同法第 19条第３項の規定による変更をしようとする職員に対し証明書類の提出を求めるこ

とができる。

  様式第５号を次のように改める。
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様式第5号(第15条第1項)

(第1面)

部 分 休 業 簿

申出対象期間           年度

請求者
所属 職 氏名

1 請求に係る子
氏名 続柄等 生年月日

  年 月 日

2 申出

申出月日
申出の内容

(①又は②を記入)

※申出の内容(変更後の内容も共通)

①第1号部分休業(1日につき2時間を超えない範囲内)

②第2号部分休業(1年につき人事院規則で定める時間を基準として条例で定める時間(10日相当)

を超えない範囲内)

月 日

3 変更(第1回目)
変更月日

変更後の内容

(①又は②を記入)
変更が必要な事情

特別の事
情の有無
(有又は無
を記入)

事務局長

 の確認
決裁

月 日

3 変更(第2回目)
変更月日

変更後の内容

(①又は②を記入)
変更が必要な事情

特別の事
情の有無
(有又は無
を記入)

決裁

月 日

4 備 考

(注)

1 請求に係る子の氏名，請求者との続柄等及び生年月日を証明する書類(医師又は助産師が発行する出生(産)証明書，母子健康手帳の出生届出済証明書，官公署が発行する出

生届受理証明書等(写しでも可)，養子縁組の場合は戸籍抄本(戸籍の個人事項証明書)等，育児休業法第2条第1項の規定により子に含まれるものとされる者については，それを

証する書類)を添付すること。

2 第1号部分休業の承認の請求の場合は第2面，第2号部分休業の承認の請求の場合は第4面を用いること。

3 第1号部分休業の承認が，職員からの請求に基づき取り消された場合は，その旨を第3面に記入すること。

事務局長

 の確認
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   第1号部分休業の承認の請求の場合

(第2面)

         年度

整理

番号

※           部分休業の承認の請求をする期間 ※

請求月日

※

請求者

の確認

承認

の可否

決裁

備 考月 日
毎日／

曜日等
時 間

事務局長

の確認

1 月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで 月 日

2 月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで 月 日

3 月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで 月 日

4 月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで 月 日

5 月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで 月 日

6 月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで 月 日

7 月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで 月 日

8 月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで 月 日

9 月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで 月 日

10 月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで 月 日

  (※印の欄は職員が記入又は確認する。)
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   第1号部分休業の承認の取消しの場合

(第3面)

         年度

整理

番号

※          部分休業の承認の取消しの期間 ※

請求者

の確認

決裁

備 考月 日 時 間
事務局長

の確認

    請求者

の確認

1   月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで

2   月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで

3   月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで

4   月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで

5   月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで

6   月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで

7   月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで

8   月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで

9   月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで

10   月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで

11   月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで

12  月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで

13   月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで

14   月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで

15   月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで

16   月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで

17   月 日  から  月 日  まで 時 分  から  時 分  まで

  (※印の欄は職員が記入又は確認する。)
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   第2号部分休業の承認の請求の場合

(第4面)

         年度

第2号部分休業の時間数          時間 分   

整理

番号

※      部分休業の承認の請求をする期間 ※

 請求

時間数

※

残時間数

※

 請求者

の確認

※

請求者

の確認

 承認

の可否

決裁

備 考月 日 時 間
事務局長

の確認

1 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

2 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

3 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

4 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

5 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

6 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

7 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

8 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

9 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

10 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

11 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

12 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

13 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

14 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

15 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

16 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

17 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

18 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

19 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

20 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

21 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

22 月 日 から 月 日 まで 時 分 から 時 分 まで 時間 分 時間 分 月 日

  (※印の欄は職員が記入又は確認する。)
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（職員の給与に関する規則の一部改正）

第２条 職員の給与に関する規則（昭和 50年組合規則第７号）の一部を次のように改正する。

第 32条第２項中「育児休業をし」の次に「，育児休業法第 19条第１項に規定する部分休

業（１日の勤務時間の全部について勤務しないこととなる場合のものに限る。）により」を

加える。

   附 則

この規則は，令和７年 10月１日から施行する。
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